
統計で見る最近の県経済

＜平成21年1-3月期のデータを中心に＞＜平成21年1 3月期のデ タを中心に＞

平成21年6月12日現在
岐阜県総合企画部統計課



景気はさらに悪化している

1 景 気 動 向 指 数－悪化を示している。

2 景 況 感－
製造業を中心に売上の減少に歯止めがかからず、景況感は過去最低
を記録

3 生 産－極めて大幅に減少している。

4 企 業 の 業 績－ 2009年3月期決算は、22社中、経常減益が16社

5 設 備 投 資－建築着工は低調

6 公 共 工 事
年度累計は前年を下回ったものの、20年度補正予算等の効果により

<総論＞

2

6 公 共 工 事－
このところ前年を上回っている。

7 企 業 の 倒 産－倒産件数、負債総額とも前年を大幅に上回っている。

8 雇 用 情 勢－求人数の減少、求職者数の増加により雇用情勢はさらに悪化

9 個 人 消 費－
大型小売店販売額は減少
新車販売は大幅に減少している。
住宅着工戸数は前年を下回っている。

10 消 費 者 物 価－前年比は、21年1月以降おおむね安定

11 観 光－高山地区（旧高山市）で前年を上回った。

12 金 融－
9月以降は急速に円高が進行し、輸出関連企業の収益悪化が懸念さ
れる。



１ 景気動向指数

○景気動向指数は、悪化を示している。直近の
3月の一致指数は、前月と比較して2.5ポイン
トの下降。3か月後方移動平均は5.23ポイン
ト下降し、8か月連続の下降となった。

○（財）岐阜県産業経済振興センター調査に
よる1-3月期の企業の景況感は、製造業を
中心に売上の減少に歯止めがかからず、
過去最低を記録した。4-6月期は、ほぼ横
ばいを予想。

△ 20

△ 10

0

80

90

100

（point)（％）
景況ＤＩの推移

※21年Ⅱ期は予想

95

100

105

110

115
岐阜県景気動向指数（ＣＩ一致指数）の推移

（平成17年=100）

２ 企業の景況感
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CIとは、景気に敏感な指標の量的な動きを合成した指標であり、主として
景気変動の大きさやテンポ（量感）を表す。一般に、一致指数が上昇して
いる時が景気の拡張局面、低下している時が後退局面であり、一致指数
の変化の大きさが景気の拡張または後退のテンポを表す。
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２－２ 企業の景況感

○(株)共立総研発表による3月の景況感は、
ほとんどの地域で前回から低下している。

○（財）岐阜県産業経済振興センター調査に
よる1-3月期の製造業の輸出向け売上高DI
は、前期から大きく低下。4-6月期も低下が
予想される。
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地域別景況感（共立地域景況インデックス<K-REX>）

地域名

総合指数

今回 前回
変化幅

（09年3月） （08年12月）

名古屋 -97.1 -73.5 -23.5

東尾張 -97.6 -76.2 -21.4

西尾張 -94.4 -75.0 -19.4

西三河 -100.0 -75.0 -25.0

岐阜 -89.3 -83.3 -6.0
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西濃 -87.1 -69.4 -17.7

東濃・可茂 -94.4 -77.8 -16.7

飛騨・郡上 -83.3 -83.3 0.0

桑名・四日市 -100.0 -83.3 -16.7

愛知県（4地域） -96.9 -75.0 -21.9

岐阜県（4地域） -89.2 -77.8 -11.3

三重県（1地域） -100.0 -83.3 -16.7

全地域 -92.5 -76.9 -15.6

（株）共立総合研究所

K-REXは、（株）共立総研が新しく導入した、県域よりも狭い地域の”景気の良し
悪し”を表す新しい指標。
K-REXは、景気水準の選択肢を5段階（良い,どちらかといえば良い,良くも悪くも
ない,どちらかといえば悪い,悪い）とすることで、地域間の景気格差がより明確に
なるようにしている。指数はプラス100からマイナス100の範囲で数値化。
調査は、企業ではなく、東海三県下の大垣共立銀行の支店長に対して毎年3月、
6月、9月、12月の年4回実施。
詳しくは、（株）共立総研webサイト（ http://www.okb-kri.jp/）参照。

http://www.okb-kri.jp/


３ 企業の生産動向①：鉱工業生産指数

○鉱工業生産指数は、前月比で1月8.1％、2月
8.6％、3月3.9％低下しており、 生産は極め
て大幅に減少している。

○主要業種では、金属製品工業、機械工業、
プラスチック製品工業の大幅な落ち込みが
目立つ。
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３－２ 企業の生産動向②：輸出の動向

○地域別輸出額は、 いずれの地域も20年半
ばから勢いが鈍化し、前年同月比増減率
で2桁減が続いているものの、このところ減
少幅は縮小

○名古屋税関管内輸出額は、20年半ばから
勢いが鈍化し、前年同月比増減率で2桁減
が続いているものの、このところ減少幅は
縮小
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４ 県内企業の業績①：上場企業の業績（製造業）

2009年3月期決算は、13社中、減収、営業減益、経常減益が8社、最終減益は9社にのぼる。

社名 業種
売上高 営業利益 経常利益 純利益

上場市場
本社所在
地（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

丸順 金属製品 連 48,478 22.2 1,428 (△ 33.1) 634 (△ 60.0) △ 413 (赤字化)名証2部 大垣市

予 37,000 (△ 23.7) 50 (△ 96.5) △ 600 (赤字化) △ 850 (赤字拡大)

ＫＶＫ 機械 連 25,837 (62.2) 1,360 (3138.1) 1,354 (黒字化) 1,827 (黒字化)ジャスダック 岐阜市

予 23,600 (△ 8.7) 800 (△ 41.2) 800 (△ 40.9) 500 (△ 72.6)

郷鉄工所 機械 非 4,132 (△ 11.2) △ 149 (赤字化) △ 169 (赤字化) △ 197 (赤字化)大証2部、名証2部 垂井町

予 4,526 (9.5) 104 (黒字化) 68 (黒字化) 39 (黒字化)

和井田製作所 機械 連 2,833 (△ 42.3) △ 128 (赤字化) △ 157 (赤字化) △ 317 (赤字化)ジャスダック 高山市

予 3,159 (△ 53.1) △ 436 (赤字化) △ 476 (赤字化) △ 760 (赤字拡大)

富士変速機 機械 非 2,139 (△ 4.0) 137 (△ 30.1) 149 (△ 30.0) 70 (△ 43.1)名証2部 岐阜市

予 7,690 (9.0) 170 (△ 17.5) 195 (△ 15.6) 90 (△ 26.2)

イビデン 電気機器 連 309,300 (△ 25.2) 10,599 (△ 84.2) 3,484 (△ 94.8) △ 8,711 (赤字化)東証1部、名証1部 大垣市

予 255,000 (△ 17.6) 15,000 (41.5) 11,000 (215.7) 5,000 (黒字化)

太平洋工業 輸送用機器 連 80,468 (△ 10.5) △ 437 (赤字化) △ 490 (赤字化) △ 355 (赤字化)東証1部、名証1部 大垣市

予 66,500 (△ 17.4) 750 (黒字化) 850 (黒字化) 850 (黒字化)
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各社決算公告より作成。連は連結、非は非連結、予は通期予想。（ ）内は対前年同期増減率。セブン工業は平成20年4月1日をもって連結の範囲の対象先がなくなったことから、
対前年同四半期増減率は無記入。
※和井田製作所は6月期決算のため3月までの第3四半期（累計）、富士変速機は12月期決算のため3月までの第1四半期、アテナ工業は9月期決算のため3月までの第2四半期
(累計)業績を記入。

製
造
業

レシップ 輸送用機器 連 16,933 (△ 8.5) 1,070 (△ 13.2) 1,104 (△ 8.6) 521 (△ 24.0)東証2部、名証2部 本巣市

予 15,600 (△ 7.9) 750 (△ 29.9) 820 (△ 25.8) 460 (△ 11.8)

ＴＹＫ ガラス・土石製品 連 18,992 (△7.8) △17 (赤字化) 33 (△ 79.0) △ 481 (赤字拡大)東証1部 多治見市

予 13,300 (△ 30.0) △560 (赤字拡大) △380 (赤字化) △ 400 (赤字縮小)

美濃窯業 ガラス・土石製品 連 9,871 (△1.2) 594 (62.2) 613 (62.3) 188 (9.5)名証2部 瑞浪市

予 9,000 (△ 8.8) 250 (△ 57.9) 250 (△ 59.2) 110 (△ 41.7)

未来工業 化学 連 28,824 (△ 9.8) 1,417 (△ 65.0) 1,378 (△ 65.2) 713 (△ 70.2)名証2部 輪之内町

予 27,259 (△ 5.4) 1,721 (21.5) 1,667 (21.0) 979 (37.3)

ムトー精工 化学 連 24,846 (2.8) 1,377 (3.6) 1,545 (22.5) 826 (△ 20.5)ジャスダック 各務原市

予 17,400 (△ 30.0) 780 (△ 43.4) 740 (△ 52.1) 500 (△ 39.5)

アテナ工業 化学 非 4,753 (0.2) 109 (28.2) 112 (40.0) 57 (黒字化)ジャスダック 関市

予 10,300 (4.7) 360 (39.0) 400 (45.9) 200 (1,040.0)

ハビックス パルプ・紙 連 9,217 (9.1) 668 (181.2) 663 (166.1) 261 (24.1)ジャスダック 岐阜市

予 9,217 (0.0) 819 (22.5) 793 (19.6) 417 (59.2)

セブン工業 その他製品 非 15,343 - △ 558 - △ 584 - △ 2,197 -
東証2部、名証2部

美濃加茂
市予 14,500 (△ 5.5) 579 (黒字化) 530 (黒字化) 500 (黒字化)

サンメッセ その他製品 非 14,512 (△1.1) △ 105 (赤字化) △ 22 (赤字化) △ 146 (赤字化)ジャスダック 大垣市

予 14,160 (△2.4) 20 (黒字化) 95 (黒字化) 20 (黒字化)



４－２ 県内企業の業績②：上場企業の業績（金融機関を除く非製造業）

2009年3月期決算は、9社中7社が減収で、営業減益、経常減益、最終減益は8社にのぼる。

社名 業種
売上高 営業利益 経常利益 純利益

上場市場 本社所在地
（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

ジーエフシー 卸売 連 24,262 (△ 7.8) 666 (△ 22.3) 720 (△ 19.6) 400 (△3.8)ジャスダック笠松町

予 24,660 (1.6) 658 (△ 1.1) 710 (△ 1.3) 418 (4.5)

バロー 小売 連 336,342 (5.8) 9,795 (△ 6.6) 10,186 (△ 6.0) 3,387 (△ 18.1)
東証1部、
名証1部

多治見市

予 359,000 (6.7) 10,700 (9.2) 10,800 (6.0) 3,800 (12.2)

セリア 小売 非 68,394 (8.2) 1,551 (△ 32.3) 1,579 (△ 33.1) 784 (△ 33.2)ジャスダック大垣市

予 73,000 (6.7) 2,000 (28.9) 2,050 (29.8) 950 (21.1)

ヒマラヤ 小売 非 21,755 - 531 - 520 - 565 -
東証2部、
名証2部

岐阜市

予 43,000 (2.8) 537 (△ 70.9) 520 (△ 71.5) 283 (△ 54.9)

セイノーＨＤ 陸運 連 433,766 (△ 4.0) 3,332 (△ 66.4) 10,016 (△ 38.9) 3,391 (△ 43.7)
東証1部、
名証1部

大垣市
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各社決算公告より作成。連は連結、非は非連結、予は通期予想。（ ）内は対前年同期増減率。
※ヒマラヤは8月期決算のため2月までの第2四半期(累計)、電算システムは12月期決算のため3月までの第1四半期業績を記入。なお、ヒマラヤは平成20年9月1日をもって連結の
範囲の対象先がなくなったことから、また、電算システムは前年同期の四半期財務諸表を作成していないことから、対前年同四半期増減率は無記入。

非
製
造
業

予 500,000 (15.3) 7,000 (110.0) 16,000 (59.7) 8,000 (135.9)

エスライン 陸運 連 38,947 (△ 2.4) 420 (△ 60.6) 554 (△ 54.0) △ 414 (赤字化)名証2部 岐南町

予 38,300 (△ 1.7) 600 (42.8) 700 (26.3) 630 (黒字化)

トーカイ サービス 連 75,335 (△ 0.4) 4,300 (△ 11.6) 4,638 (△ 9.4) 2,322 (△ 65.3)名証2部 岐阜市

予 79,375 (5.4) 4,570 (6.3) 4,751 (2.4) 2,789 (20.1)

中広 サービス 非 4,312 (△ 6.1) △ 43 (赤字化) △ 50 (赤字化) △ 219 (赤字化)
名証セント
レックス

岐阜市

予 4,000 (△ 7.3) 50 (黒字化) 35 (黒字化) 30 (黒字化)

文溪堂
情報・通
信

連 10,402 (△ 0.3) 501 (5.3) 513 (9.2) 276 (224.3)名証2部 羽島市

予 10,500 (0.9) 380 (△ 24.1) 390 (△ 24.0) 200 (△ 27.5)

日本一ソフトウェア
情報・通
信

連 2,073 (△ 3.4) 166 (△ 49.2) 155 (△ 45.0) △ 65 (赤字化)ジャスダック各務原市

予 2,721 (31.2) 112 (△ 32.1) 89 (△ 42.7) 53 (黒字化)

電算システム
情報・通
信

連 3,839 - 86 - 87 - 51 -
東証2部、
名証2部

岐阜市

予 17,897 (6.1) 868 (△ 14.7) 883 (△ 12.9) 492 (△ 12.6)



５ 設備投資

○鉱工業用、商業用、及びサービス業用の建
築着工床面積の1-3月期は、大幅減だった
前年同期の反動増となったものの、実数値
でみると、活発だった19年同期の約6割で
あり、建築着工は低調。

○工作機械受注額は総受注高が3月まで9か
月連続して前年を下回っており、1-3月期は
前年同期比△82.3％の大幅減。好調だった
海外受注も10か月連続の前年割れ。
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６ 公共工事

○公共工事は、高速道路建設工事の完了や市町村による公共工事の削減が影響し、年度累計
は前年を下回ったものの、20年度補正予算等の効果により、このところ前年を上回っている。
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40

公共工事請負金額(工事場所：岐阜県）

(前年同期比増減率)

21年Ⅰ期
18.8％

発注者別公共工事請負金額の動向（工事場所：岐阜県）

(単位：百万円）

19年度 20年度 前年度比 寄与度

H19.4-H20.3 H20.4-H21.3 増減率

国 35,144 34,497 ▲ 1.8 ▲ 0.3

国土交通省 31,606 31,319 ▲ 0.9 ▲ 0.1

農林水産省 3,386 2,970 ▲ 12.3 ▲ 0.2

その他 152 208 37.1 0.0

独立行政法人等 31,360 10,104 ▲ 67.8 ▲ 10.5

中日本高速道路（株） 19,995 5,111 ▲ 74.4 ▲ 7.4

10

△ 60

△ 40

△ 20

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

16 17 18 19 20 21

東日本建設業保証(株)岐阜支店「前払金保証取扱状況」

水資源機構 2,865 308 ▲ 89.3 ▲ 1.3

その他 8,500 4,685 ▲ 44.9 ▲ 1.9
岐阜県 52,470 55,838 6.4 1.7
その他県(愛知県） 0 22 － －

市町村 77,973 63,496 ▲ 18.6 ▲ 7.2

地方公社 1,369 1,965 43.5 0.3

その他 ※ 3,223 8,954 177.8 2.8

合 計 201,539 174,876 ▲ 13.2 －

※事務組合等、下水道事業団、土地改良区など

東日本建設業保証(株)岐阜支店「前払金保証取扱状況」



７ 企業の倒産

○倒産件数、負債総額とも、1-3月期は前年
を大幅に上回っているが、4、5月は前年を
下回っている。

○業種別倒産件数は、建設業（25件）、製
造業（24件）で、約半数を占めている。

建設業 25
小売業 10

運輸業 4

不動産業 3 情報通信業 1

業種別倒産件数（岐阜県・平成21年1-5月累計）

50
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55

45

30

38

31

33

28

127

127

120

126

101

20年

19年

18年

17年

16年

企業倒産の推移（岐阜県・暦年計）

1-3月計

4-5月計

＜倒産件数＞

11

製造業 24

サービス業他

20

卸売業 16

東京商工リサーチ「岐阜県下企業倒産月報」
負債総額1千万円以上

77 26

0 50 100 150 200 250

21年

(件)

4 5月計

6-12月計

323

87

111

302

352

68

89

122

77

263

844

71

750

501

528

701

412

0 500 1000 1500 2000

21年

20年

19年

18年

17年

16年

(億円)

1-3月計

4-5月計

6-12月計

＜負債総額＞

東京商工リサーチ岐阜支社「岐阜県下企業倒産月報」
負債総額1千万円以上



８ 家計の動向①：雇用情勢

○有効求人倍率は11月に16年4月以来55か
月ぶりに1倍を割り込み、4月時点でさらに
低下が続いており、雇用情勢はさらに悪化
している。

○新規求人は減少傾向の一方で求職者数は
増加。

12,000

14,000

16,000

18,000

（人） 新規求人数及び求職者数の推移

新規求人数

（季節調整値）

※21年4月まで

1.80

2.00

2.20

(倍) 有効求人倍率と新規求人倍率の推移

新規求人倍率(岐阜県）
4月 0.87倍

(季節調整値）

新規求人倍率(全国）

12

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

18 19 20 21

（年）

新規求職者数

岐阜労働局「一般職業紹介状況」 0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

18 19 20 21

(年)

厚生労働省「一般職業紹介状況」

有効求人倍率(全国）
4月 0.46倍

有効求人倍率(岐阜県）
4月 0.50倍

新規求人倍率(全国）
4月 0.77倍



８－２ 家計の動向①－２：雇用情勢

○失業率は全国に比べ低い水準だが、全国
の動きと同様に上昇基調にあり、今後のさ
らなる上昇が懸念される状況。

○14年7月から19年11月は一貫して前年を
下回っていた雇用保険受給者数は、20年
12月以降急増し、3月以降は前年同月比で
2倍を超えている。

4.5

5.0

5.5

（％） 完全失業率の推移

全国<4月>5.0％

※全国のみ季節調整値
岐阜はモデル推計値

16000

18000

20000

140

160

180

（人）(％)
雇用保険受給者実人員の推移

（岐阜県）

前年同月比増減率

受給者実人員(右軸)

※21年4月まで
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2.0
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3.0

3.5

4.0

18 19 20 21

（年）総務省「労働力調査」
注）東海は岐阜県・静岡県・愛知県・三重県

東海<1-3月期>3.9％

岐阜<1-3月期>3.8％
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岐阜労働局「労働マトリックス」



８－３ 家計の動向②：常用労働者数及び雇用者所得

○所定外労働時間数は大きく減少しているもの
の、常用雇用者数はほぼ横ばいで推移。

○現金給与総額は、このところ前年を下回
る傾向。とりわけ従業者30人未満の事業
所でその傾向が顕著。

110

120

130

所定外労働時間と常用雇用の動き

(岐阜県製造業、30人以上事業所）

所定外労働時間指数

（平成17年=100）※ 21年3月まで

△ 10

△ 5
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(％) 現金給与総額の推移（産業計、5人以上事業所）

岐阜県

全国

(前年同月比増減率)

全国4月:△2.5％

岐阜県3月:△5.2％

※ 19年1月に調査対象変更
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県統計課「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数

※ 19年1月に調査対象変更

(年)厚生労働省、県統計課「毎月勤労統計調査」
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現金給与総額の推移（産業計、30人以上事業所）

岐阜県

全国

(前年同月比増減率)

厚生労働省、県統計課「毎月勤労統計調査」

全国4月:△3.1％

岐阜県3月:△4.0％※ 19年1月に調査対象変更



９ 家計の動向③：個人消費

○大型小売店販売額は、減少している。 ○新車販売（除く軽）は、好調だった普通車
（3ナンバー）が、秋以降大きく落ち込み、
小型車（5ナンバー）の不振もとまらないこ
とから、1-3月期は前年比△29.4％の大幅
減。軽自動車も前年を下回り、新車販売は
大幅に減少している。

20

30
（％） 新車販売台数の動向（岐阜県）

(前年同期比増減率)

軽自動車販売台数△ 5

0

5

10

15

（％）
大型小売店販売額の推移

（百貨店＆スーパー＜全店＞）

岐阜県

全国

（全店前年同月比増減率）

岐阜県3月
△4.4％
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新車販売台数(除く軽)
21年Ⅰ期：△29.4％

日本自動車販売協会連合会、（社）全国軽自動車協会連合会

軽自動車販売台数
21年Ⅰ期:△15.8％
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全国4月 △5.0％
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経済産業省「商業動態統計調査」

大型小売店販売額の推移

（百貨店＆スーパー＜既存店＞）

岐阜県

全国

（既存店前年同月比増減率）

岐阜県3月 △6.1％

（年）

全国4月 △6.7％



９－２ 家計の動向③－２：住宅着工

○住宅着工戸数は、分譲住宅、貸家を中心に前年を下回っている。
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（％）

新設住宅着工戸数の利用関係別増減寄与度の推移（岐阜県）

持家 貸家

給与住宅 分譲住宅

総計
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（戸） 新設住宅着工戸数の動向（岐阜県）
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10 家計の動向④：消費者物価

○19年10月から食料、エネルギー価格等の
影響により大きく変動した消費者物価の前
年比は、21年1月以降おおむね安定してい
る。

○原油価格の下落により、ガソリンの店頭
価格は8月初旬をピークに大幅に下落。
２月に入り、上昇に転じている。
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2.5

（％）
消費者物価の伸び率（岐阜市）

(前年同月比増減率)

総合
4月：＋0.1％

生鮮食品を除く総合
4月：＋0.1％
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レギュラーガソリンの店頭価格（岐阜県）

＜原則毎週月曜調査＞(円/L)

20年8月4日
186.3円

20年1月7日
154.3円
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総務省「消費者物価指数」
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食料（酒類を除く）及び
エネルギーを除く総合
4月：-0.7％

*21年3月で岐阜県分の調査を終了したため、岐阜市分を掲載
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20年4月7日
131.8円

17年1月4日
118.3円

18年1月4日
130.3円

19年1月4日
135.5円

21年4月6日
113.9円

21年1月13日
109.2円



11 観光

○主な観光地をみると、1-3月期の観光宿泊客数
は、高山地区（旧高山市）で前年を上回った。

○平成20年の延べ宿泊者数は、前年を下回っ
たものの、外国人宿泊者数は前年比14.4％
増となった。

延べ宿泊者数（平成20年 全国、岐阜県）

(単位：人泊、％）

全国 岐阜県

延べ宿泊者数 306,147,660 3,525,520

前年比 ▲ 1.0 ▲ 1.4

うち外国人宿泊者数 22,274,700 191,480

前年比 ▲ 1.7 14.4

シェア 7 3 5 4

主要観光地 観光宿泊客数の推移

年期 長良川温泉旅館
高山地区

（旧高山市） 高山市全域 下呂温泉
宿泊客数 入込観光客数 入込観光客数 宿泊客数

（人） 増減率 （千人） 増減率 （千人） 増減率 （人） 増減率
18年計 318,394 △ 24.0 2,928 △ 0.1 4,194 △ 1.01,118,763 3.9
19年計 295,015 △ 7.3 3,067 4.7 4,345 3.61,121,935 0.3
20年計 285,414 △ 3.3 3,118 1.7 4,261 △ 1.91,093,775 △ 2.5

18

Ⅰ 59,025 △ 3.6 411 △ 3.7 823 △ 7.2 253,939 2.4
Ⅱ 81,652 △ 36.0 805 △ 10.7 944 △ 9.7 261,531 0.0

18

シェア 7.3 5.4

国土交通省「宿泊旅行統計」

※シェアは、延べ宿泊者数に占める外国人宿泊者数の比率

台湾

68,140

中国

28,970

韓国

19,250
米国・カナダ

12,320

英・独・仏

10,160

タイ

8,940

香港

8,260

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

5,940
その他

25,060

国籍別外国人延べ宿泊者数＜岐阜県平成20年累計＞

国土交通省「宿泊旅行統計」

（単位：人）

長良川温泉旅館組合、高山市、下呂市からの情報提供による

18
Ⅲ 89,505 △ 36.6 625 △ 1.3 1,166 1.4 291,262 3.0
Ⅳ 88,212 △ 0.7 1,087 12.1 1,261 9.3 312,031 9.7

19

Ⅰ 57,136 △ 3.2 469 14.1 883 7.3 261,603 3.0
Ⅱ 71,446 △ 12.5 892 10.8 1,017 7.7 254,958 △ 2.5
Ⅲ 83,722 △ 6.5 652 4.3 1,231 5.6 295,342 1.4
Ⅳ 82,711 △ 6.2 1,054 △ 3.0 1,214 △ 3.7 310,032 △ 0.6

20

Ⅰ 55,002 △ 3.7 456 △ 2.8 865 △ 2.0 268,888 2.8
Ⅱ 73,852 3.4 897 0.6 998 △ 1.9 246,273 △ 3.4
Ⅲ 81,740 △ 2.4 694 6.4 1,170 △ 5.0 283,763 △ 3.9
Ⅳ 74,820 △ 9.5 1,071 1.6 1,228 1.2 294,851 △ 4.9

21

Ⅰ 50,855 △ 7.5 484 6.1 860 △ 0.6 250,408 △ 6.9

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ



12 金融

○県内の国内銀行の貸出残高は、4か月連
続で前年を上回った。今後の企業の資金需
要の増減に注視が必要。

○9月以降の急速な円高進行により、とり
わけ輸出関連企業の収益悪化が直接的
にも間接的にも懸念される状況。
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(％) 貸出残高（県内国内銀行）

（前年同月比増減率）

4月
＋1.0％
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(¥/$) 為替レート

5月 96.30円
（中心相場月中平均）
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